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は し が き

本書は，盗犯捜査に携わる方々にとって，実践的，実務的に役立つものを作成し
ようとの意図から生み出されたものである。
盗犯捜査に関しては，これまでに増井清彦著『新版・窃盗犯罪の捜査実務101問

〔法令編〕（補訂）』及び『新版・窃盗犯罪の捜査実務101問〔捜査編〕』があり，今
でも立派に実務に役立つものであるが，所々時代的に古くなっている部分や，新し
い形態の盗犯への対処に関する問題もあり，そのため，同書を参考にした上で，新
しい盗犯捜査の書物を作ることにも意味があるのではないかと考えた。そのため，
本書の項目立ては，基本的には同書の項目立てを参考にしているし，内容に関して
も同書からの引用は多くなっている。

そして，本書は，その特徴として，盗犯捜査に関して疑問が生じた際，本書をひ
も解いていただいた時にワン・ストップで解決できるようにしたいと考え，判例の
内容はできるだけ事案についても細かく紹介することにしている。
これまで多くの書物では，判例の結論は数多く記載してあるものの，どのような

事案であるがゆえにそのような判断がなされたのかについては，書物の頁数の問題
にも鑑みて省略してあるものが多かったと思われる。必要があれば，そこに記載し
てある出典を参考にして，オリジナルの判決を読んでくださいというスタンスで
あったように感じられる。しかしながら，そのような方式では，身柄拘束の時間制
限などに追われて時間に余裕がない捜査官にとっては，更に別の書物を探し出した
上，判例を検索することになり，これは相当に困難を強いることになる。また，判
例の結論だけを覚えていて，それが実際の担当事件とは事案が異なるにも関わらず，
その判例の結論に照らして問題はないと誤解していた捜査官も決して少なくはな
かったように思われる。

そのため，本書では，そのような問題を生じさせないため，極力，事案の概要も
盛り込んで判例の説明をするように試みている。それゆえ，この判例は，このよう
な事案であったから，このような判断が出されたのであるという経過を，本書の中
で完結して理解できるようにしたつもりである。
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したがって，この判例の事案がそうであるなら，実際の自分の事案は，これこれ
が違うが，本筋が一緒であるから，同様に判断してよいはずであるなどとの判断が
できるように，つまり，ワン・ストップで問題解決ができるようにしようと試みた
ところである。

また，本書では，盗犯捜査に関して，できるだけ現時点での新規の問題を解決で
きるようにしたいと考えており，判例も極力新しいものを選び，また，問題解決に
役立つような実践的な見解を紹介しようと試みている。実際に捜査に携わっている
と，現場で起きる問題の多くについて，納得のいく十分な解答を与えてくれる書物
は決して多くはなかったように思われる。本書がそのような視点から捜査の現場で
役立つものとなるかどうかは必ずしも保証の限りではないが，そのような問題意識
を踏まえた上で，微力ながらでも解決の糸口をもたらすことができればとの意欲に
基づいて作成されたものであることを理解していただければと思っている次第であ
る。
いずれにせよ，本書が盗犯捜査の現場で働く方々の問題解決の一助になれば，望

外の喜びである。

最後に，本書の作成に当たっては，立花書房出版部の馬場野武部長，金山洋史氏
の献身的な努力がなければ完成に至ることはなかったものである。両氏には心から
謝意を表したい。

平成27年12月
城 祐一郎
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——の既遂時期   217
——の構成要件   41
——の罪数   425
——の保護法益   42

窃盗の常習性   362
窃盗の認知件数   3
潜在指紋   496
占有移転   126
占有説   42
占有離脱物横領   424
相異供述   800
捜査報告書   809
相対的特信性   800
相反供述   799
訴訟能力   839
その他任意にされたものでない疑いのある自白
   743

【た行】

体感機   131
高輪グリーンマンション殺人事件   745
奪取罪   41
弾劾証拠   726
弾劾的捜査観   709
千葉大チフス菌事件   759
直系血族   290
通常逮捕   699
DNA型鑑定   510
蹄状紋   495
ティッシュペーパーの財物性   175
手口捜査   622
デジタル・フォレンジック   550
てんかん   237
電気窃盗   167
伝聞証拠   794
伝聞法則   796
同居の親族   290
当事者主義   804
当事者能力   772
盗取罪   41
盗犯捜査の捜査手順   447
盗犯等ノ防止及処分ニ関スル法律   337
特殊開錠用具   393
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——の所持の禁止等に関する法律   393
「毒樹の果実」の理論   691
特信情況   799
土地鑑   472
取調べ   650，708
——受忍義務   711
——状況等報告書   809
——の録音録画   735
——メモ   810

【な行】

似顔絵   621
二重起訴   374
二重逮捕・勾留   702
任意性のない自白   729
任意捜査   650
——と強制捜査   651

任意的共犯   264
任意同行   679
練馬事件   271

【は行】

廃棄物処理法   409
はずれ馬券の財物性   174
パソコン等の押収   552
パチンコ玉の窃取   132
八何の原則   724
ハッシュ関数   558
ハッシュ値   558
犯意誘発型   601
犯罪証明不可欠性   802
反対尋問   830
被害金額の算定   465
被害者供述調書   461
被害者特定事項   786
被害者の承諾   163
被害者の前科の内容を示す判決書謄本   820
被害届   451，460
被害の申告   451
被疑者の供述調書   721
被疑者の取調べ   707，733
尾行   582
被告人質問   772
被告人の取調べ   714

ピッキング防止法   353
ひったくり   12
——の検挙件数   12
——の検挙率   12
——の認知件数   12

必要的共犯   264
ビデオ撮影   565
ビデオリンク方式   792
備忘録   810
秘密の暴露   761
平塚ウェイトレス殺人事件   747
不可罰的事後行為   92，441
不起訴裁定書   823
不正アクセス行為   191
不正競争防止法   195
２人以上現場に於て共同して犯した   348
不動産侵奪   299
不当に長く抑留又は拘禁された後の自白   743
不能犯   233
不法領得の意思   145
プライバシー権   539
粉末法   497
併合罪   438
米国のテクニカル・オーダー（技術指示書）の
財物性   170

別件逮捕・勾留   704，712
ヘテロ接合体   516
弁護人選任権の不告知   749
変体紋   495
保安林   331
包括一罪   438
放送電波の財物性   169
冒頭陳述   771
冒頭手続   771
防犯カメラ   535
暴力行為等処罰ニ関スル法律   348
補強証拠   736
ホモ接合体   516
本権説   42

【ま行】

埋葬品の財物性   178
マスキング   817
万引き   6，13
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——事犯者の高齢化問題   15
——の既遂時期   227
——の検挙件数   13
——の検挙率   16
——の認知件数   13

密着尾行   584
ミトコンドリアDNA型検査法   519
見張り   281
迷惑防止条例   375
面割り捜査   611
目撃者の取調べ   466
黙秘権の不告知   748

【や行】

有形力の行使   655
有体物説   166
誘導尋問   831
よう撃捜査   606
預金通帳の財物性   171

余罪の取調べ   710
吉展ちゃん事件   531

【ら行】

来日外国人による盗犯事件   20
利得罪   40
リモート差押え   563
略式命令   374
領得罪   40
類型証拠   807
令状主義   695
ロストボール   81
六何の原則   724
論告求刑   772

【わ行】

Y-STR型検査法   518
和歌山カレー毒物混入事件   626
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判 例 索 引

【大審院・最高裁判所】

大正２年10月21日大審院判決（刑録19輯982頁）   102
大正３年10月21日大審院判決（大審院刑事判決抄録59巻7531頁）   70
大正５年５月１日大審院判決（刑録22輯672頁）   81
大正９年10月19日大審院判決（刑録26輯723頁）   328
大正15年11月２日大審院判決（刑集５巻491頁）   82
大正15年12月24日大審院判決（法律新聞2658号12頁）   126
昭和９年４月２日大審院判決（刑集13巻370頁）   384
昭和９年10月19日大審院判決（刑集13巻1473頁）   200
昭和23年４月17日最高裁判決（刑集２巻４号399頁）   200
昭和23年７月19日最高裁判決（刑集２巻８号944頁）   743
昭和23年７月20日最高裁判決（刑集２巻８号979頁）   282
昭和23年10月23日最高裁判決（刑集２巻11号1396頁）   218
昭和23年11月17日最高裁判決（刑集２巻12号1558頁）   744
昭和24年７月23日最高裁判決（刑集３巻８号1373頁）   436
昭和24年12月17日最高裁判決（刑集３巻12号2028頁）   276
昭和25年２月21日最高裁判決（裁判集刑16号561頁）   332
昭和25年４月13日最高裁判決（刑集４巻４号544頁）   303
昭和25年６月６日最高裁判決（刑集４巻６号928頁）   85
昭和25年７月11日最高裁判決（刑集４巻７号1261頁）   285
昭和25年７月12日最高裁判決（刑集４巻７号1298号）   737
昭和25年８月29日最高裁判決（刑集４巻９号1585頁）   170
昭和25年11月21日最高裁判決（刑集４巻11号2359頁）   748
昭和25年12月12日最高裁判決（刑集４巻12号2543頁）   290，296
昭和26年７月12日最高裁判決（刑集５巻８号1427頁）   461
昭和26年７月13日最高裁判決（刑集５巻８号1437頁）   149
昭和26年８月17日最高裁判決（刑集５巻９号1789頁）   147
昭和27年４月９日最高裁判決（刑集６巻４号584頁）   467
昭和27年６月26日最高裁決定（刑集６巻６号824頁）   800
昭和27年９月19日最高裁判決（刑集６巻８号1083頁）   122
昭和28年10月22日最高裁判決（刑集７巻10号1956頁）   221
昭和28年12月18日最高裁決定（刑集７巻12号2571頁）   342
昭和29年５月６日最高裁決定（刑集８巻５号634頁）   204
昭和29年６月29日最高裁判決（裁判集刑96号587頁）   232
昭和29年７月15日最高裁決定（刑集８巻７号1137頁）   654
昭和29年７月30日最高裁決定（刑集８巻７号1231頁）   839
昭和29年10月12日最高裁判決（刑集８巻10号1591頁）   132
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昭和30年３月10日最高裁決定（裁判集刑103号347頁）   800
昭和30年３月23日最高裁決定（裁判集刑103号717頁）   180
昭和31年１月19日最高裁決定（刑集10巻１号67頁）   83
昭和31年２月14日最高裁判決（刑集10巻２号187頁）   330
昭和31年７月３日最高裁決定（刑集10巻７号955頁）   127
昭和31年８月22日最高裁決定（刑集10巻８号1260頁）   133
昭和32年７月16日最高裁判決（刑集11巻７号1892頁）   80
昭和32年７月18日最高裁判決（刑集11巻７号1861頁）   432
昭和32年７月19日最高裁判決（刑集11巻７号1882頁）   743
昭和32年８月１日最高裁判決（刑集11巻８号2065頁）   122
昭和32年９月13日最高裁判決（刑集11巻９号2263頁）   117
昭和32年10月15日最高裁判決（刑集11巻10号2597頁）   74
昭和32年11月８日最高裁判決（刑集11巻12号3061頁）   44，47
昭和33年２月４日最高裁判決（刑集12巻２号109頁）   333
昭和33年５月28日最高裁判決（刑集12巻８号1718頁）   270，716，737
昭和33年６月４日最高裁決定（刑集12巻９号1971頁）   696
昭和33年７月11日最高裁判決（刑集12巻11号2518頁）   334
昭和34年８月28日最高裁判決（刑集13巻10号2906頁）   179
昭和35年９月８日最高裁判決（刑集14巻11号1437頁）   474
昭和35年11月29日最高裁判決（判時252号34頁）   745
昭和36年11月９日最高裁決定（裁判集刑140号69頁）   173
昭和36年11月21日最高裁決定（刑集15巻10号1764頁）   714
昭和37年３月16日最高裁判決（裁判集刑141号511頁）   55
昭和38年９月13日最高裁判決（刑集17巻８号1703頁）   743
昭和39年６月１日最高裁決定（刑集18巻５号177頁）   750
昭和39年８月28日最高裁決定（刑集18巻７号443頁）   331
昭和40年３月９日最高裁決定（刑集19巻２号69頁）   201
昭和40年４月28日最高裁判決（刑集19巻３号344頁）   335
昭和40年５月29日最高裁決定（刑集19巻４号426頁）   330
昭和41年４月８日最高裁判決（刑集20巻４号207頁）   103
昭和41年７月１日最高裁判決（刑集20巻６号537頁）   744
昭和42年５月26日最高裁決定（刑集21巻４号710頁）   389
昭和42年11月２日最高裁決定（刑集21巻９号1179頁）   310
昭和42年12月21日最高裁判決（刑集21巻10号1476頁）   738
昭和43年３月21日最高裁決定（刑集22巻３号95頁）   271
昭和43年３月29日最高裁判決（刑集22巻３号153頁）   379
昭和44年４月25日最高裁決定（刑集23巻４号248頁）   804
昭和44年７月８日最高裁決定（刑集23巻８号1045頁）   357
昭和44年12月24日最高裁判決（刑集23巻12号1625号   566
昭和45年11月25日最高裁判決（刑集24巻12号1670頁）   744
昭和46年11月26日最高裁判決（刑集25巻８号1022頁）   348
昭和47年12月20日大法廷判決（刑集26巻10号631頁）   846
昭和50年３月20日最高裁決定（刑集29巻３号53頁）   329
昭和50年４月３日最高裁判決（刑集29巻４号132頁）   697
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昭和50年６月12日最高裁決定（判時779号124頁）   701
昭和51年３月16日最高裁決定（刑集30巻２号187頁）   583，605，655，651
昭和52年３月25日最高裁決定（刑集31巻２号96頁）   332
昭和52年８月９日最高裁決定（刑集31巻５号821頁）   704，712
昭和53年６月20日最高裁判決（刑集32巻４号670頁）   667
昭和53年９月７日最高裁判決（刑集32巻６号1672頁）   670
昭和53年９月22日最高裁決定（刑集32巻６号1774頁）   656
昭和54年４月13日最高裁決定（刑集33巻３号179頁）   285
昭和55年10月30日最高裁決定（刑集34巻５号357頁）   158
昭和55年12月23日最高裁判決（刑集34巻７号767頁）   345，347，434
昭和57年１月28日最高裁判決（刑集36巻１号67頁）   759
昭和57年３月２日最高裁決定（裁判集刑225号689頁）   715
昭和57年５月25日最高裁決定（判時1046号15頁）   759
昭和57年７月16日最高裁決定（刑集36巻６号695頁）   272
昭和58年９月21日最高裁決定（刑集37巻７号1070頁）   128
昭和59年２月29日最高裁決定（刑集38巻３号479頁）   745
昭和59年12月21日最高裁決定（刑集38巻12号3071頁）   580
昭和61年２月14日最高裁判決（刑集40巻１号48頁）   575
昭和61年４月25日最高裁判決（刑集40巻３号215頁）   679
昭和61年６月９日最高裁決定（刑集40巻４号269頁）   424
昭和62年２月23日最高裁決定（刑集41巻１号１頁）   354
昭和62年４月10日最高裁決定（刑集41巻３号221頁）   81
昭和62年９月30日最高裁判決（刑集41巻６号297頁）   316
昭和63年９月16日最高裁決定（刑集42巻７号1051頁）   680
平成元年１月23日最高裁決定（判時1301号155頁）   749
平成元年６月26日最高裁決定（刑集43巻６号567頁）   277
平成元年７月４日最高裁決定（刑集43巻７号581頁）   747
平成元年７月７日最高裁決定（刑集43巻７号607頁）   42
平成２年４月20日最高裁決定（刑集44巻３号283頁）   482
平成６年６月30日最高裁決定（刑集48巻４号21頁）   385
平成６年７月19日最高裁決定（刑集48巻５号190頁）   292
平成６年９月16日最高裁決定（刑集48巻６号420頁）   658
平成７年２月28日最高裁決定（判時1533号122頁）   839
平成７年５月30日最高裁決定（刑集49巻５号703頁）   673
平成８年１月29日最高裁決定（刑集50巻１号１頁）   697
平成10年３月12日最高裁判決（刑集52巻２号17頁）   840
平成10年５月１日最高裁決定（刑集52巻４号275頁）   554
平成11年12月９日最高裁決定（刑集53巻９号1117頁）   305，316
平成12年２月７日最高裁判決（民集54巻２号255頁）   759
平成12年３月27日最高裁決定（刑集54巻３号402頁）   171
平成12年12月15日最高裁判決（刑集54巻９号923頁）   304，307
平成12年12月15日最高裁決定（刑集54巻９号1049頁）   310
平成14年10月21日最高裁決定（刑集56巻８号670頁）   171
平成15年２月14日最高裁判決（刑集57巻２号121頁）   688
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平成15年６月２日最高裁判決（裁判集刑284号353頁）   391
平成15年10月７日最高裁判決（刑集57巻９号1002頁）   377
平成16年７月12日最高裁決定（刑集58巻５号333頁）   602
平成16年８月25日最高裁決定（刑集58巻６号515頁）   48
平成18年８月30日最高裁決定（刑集60巻６号479頁）   290
平成18年11月７日最高裁判決（刑集60巻９号561頁）   727
平成19年４月13日最高裁決定（刑集61巻３号340頁）   138
平成19年12月25日最高裁決定（刑集61巻９号895頁）   810
平成20年２月18日最高裁決定（刑集62巻２号37頁）   296
平成20年４月15日最高裁決定（刑集62巻５号1398頁）   490，571
平成20年６月25日最高裁決定（刑集62巻６号1886頁）   812
平成20年７月17日最高裁決定（判タ1302号114頁）   413
平成20年９月30日最高裁決定（刑集62巻８号2753頁）   813
平成21年３月26日最高裁判決（刑集63巻３号265頁）   403
平成21年６月29日最高裁決定（刑集63巻５号461頁）   139
平成21年６月30日最高裁決定（刑集63巻５号475頁）   278
平成21年９月28日最高裁決定（刑集63巻７号868頁）   706
平成22年４月27日最高裁判決（刑集64巻３号233頁）   766
平成23年11月16日最高裁判決（判時2136号３頁）   775
平成24年２月22日最高裁決定（判時2155号119頁）   757
平成24年９月７日最高裁判決（刑集66巻９号907頁）   628
平成24年10月９日最高裁決定（刑集66巻10号981頁）   297
平成25年２月20日最高裁決定（刑集67巻２号１頁）   634
平成26年７月24日最高裁判決（刑集68巻６号925頁）   780

【高等裁判所】

昭和24年９月17日福岡高裁判決（判決特報１号127頁）   275
昭和24年10月22日東京高裁判決（判決特報１号147頁）   222
昭和24年11月12日名古屋高裁判決（判決特報３号93頁）   222
昭和25年４月14日福岡高裁判決（判決特報７号142頁）   227
昭和25年９月14日東京高裁判決（高刑集３巻３号407頁）   275
昭和25年11月14日名古屋高裁判決（高刑集３巻４号748頁）   201
昭和26年２月24日大阪高裁判決（判決特報23号34頁）   467
昭和26年10月３日東京高裁判決（高刑集４巻12号1590頁）   291
昭和26年12月25日東京高裁判決（判決特報25号119頁）   147
昭和27年１月29日東京高裁判決（高刑集５巻２号130頁）   437
昭和27年２月11日東京高裁判決（判決特報29号31頁）   84
昭和27年６月28日仙台高裁判決（判決特報22号138頁）   749
昭和27年12月11日東京高裁判決（判タ27号60頁）   219
昭和28年２月12日広島高裁岡山支部判決（判決特報31号65頁）   228
昭和28年２月25日高松高裁判決（高刑集６巻４号417頁）   202
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昭和28年２月28日名古屋高裁金沢支部判決（判決特報33号107頁）   223
昭和28年４月20日東京高裁判決（東高時報３巻４号170頁）   266，281
昭和28年７月20日名古屋高裁判決（判決特報33号39頁）   437
昭和28年７月27日高松高裁判決（高刑集６巻11号1442頁）   439
昭和28年８月24日札幌高裁判決（判時14号25頁）   292，294
昭和28年10月23日東京高裁判決（東高時報４巻５号140頁）   440
昭和28年11月18日大阪高裁判決（高刑集６巻11号1603号）   295
昭和28年12月７日名古屋高裁判決（判時18号24頁）   654
昭和29年２月17日東京高裁判決（東高時報５巻１号37頁）   221
昭和29年４月13日大阪高裁判決（高刑集７巻３号382頁）   438
昭和29年５月11日東京高裁判決（東高時報５巻４号158頁）   228
昭和29年５月14日福岡高裁判決（判決特報26号85頁）   233
昭和29年５月24日東京高裁判決（判タ40号30頁）   177
昭和29年７月14日広島高裁判決（裁判特報１巻１号21頁）   220
昭和29年７月24日東京高裁判決（高刑集７巻７号1105項）   802
昭和29年９月30日広島高裁判決（判時38号27頁）   75
昭和29年10月11日東京高裁判決（判タ44号24頁）   330
昭和30年２月１日広島高裁岡山支部判決（裁判特報２巻１～３号32頁）   367
昭和30年２月７日大阪高裁判決（判決特報２巻４号64頁）   54
昭和30年３月31日東京高裁判決（判決特報２巻７号242頁）   53
昭和30年４月２日東京高裁判決（判タ48号48頁）   420
昭和30年４月25日福岡高裁判決（高刑集８巻３号418頁）   61
昭和30年12月28日東京高裁判決（東高時報６巻12号459頁）   146
昭和31年３月５日名古屋高裁判決（裁判特報３巻６号252頁）   44，67
昭和31年３月15日東京高裁判決（東高時報７巻３号109頁）   229
昭和31年３月29日名古屋高裁金沢支部判決（裁判特報３巻６号286頁）   224
昭和31年４月17日高松高裁判決（裁判特報３巻19号901頁）   429
昭和31年10月24日東京高裁判決（東高時報７巻10号391頁）   204
昭和31年12月11日大阪高裁判決（判タ69号90頁）   323
昭和32年３月30日名古屋高裁金沢支部判決（裁判特報４巻８号194頁）   358
昭和32年５月27日広島高裁松江支部判決（裁判特報４巻10号263頁）   440
昭和32年７月20日東京高裁判決（判タ73号71頁）   429
昭和33年９月29日東京高裁判決（判タ86号55頁）   282
昭和34年３月７日東京高裁判決（判タ90号34頁）   291
昭和34年４月14日札幌高裁判決（高刑集12巻３号249頁）   70
昭和34年11月５日東京高裁判決（判タ99号27頁）   266，284
昭和35年５月26日大阪高裁判決（判時228号34頁）   749
昭和35年７月15日東京高裁判決（下刑集２巻７・８号989頁）   56
昭和36年２月28日東京高裁判決（下刑集３巻１・２号59頁）   144
昭和36年３月16日仙台高裁判決（下刑集３巻３・４号204頁）   349
昭和36年６月21日東京高裁判決（高検速報（昭36）930頁）   63
昭和36年８月８日東京高裁判決（判時281号31頁）   55
昭和37年８月22日福岡高裁判決（判タ136号52頁）   320
昭和37年10月27日高松高裁判決（高検速報（昭37）227頁）   66
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昭和38年３月４日東京高裁判決（東高時報14巻３号29頁）   348
昭和39年６月８日東京高裁判決（高刑集17巻５号446頁）   104
昭和40年６月28日福岡高裁判決（判タ180号120頁）   329
昭和40年12月17日大阪高裁判決（判時442号56頁）   317
昭和41年８月９日大阪高裁判決（判タ200号147頁）   314
昭和42年３月24日福岡高裁決定（判時483号79頁）   380
昭和42年５月12日大阪高裁判決（刑集21巻９号1192頁）   310
昭和43年３月４日大阪高裁判決（判時514号85頁）   173
昭和43年６月14日福岡高裁判決（判時535号89頁）   105
昭和43年７月12日広島高裁判決（高検速報（昭43）145頁）   173
昭和44年６月26日広島高裁判決（判時575号94頁）   308
昭和45年４月６日東京高裁判決（判タ255号235頁）   175
昭和45年９月８日東京高裁判決（判タ259号306頁）   203
昭和46年２月２日仙台高裁判決（刑裁月報３巻２号71頁）   350
昭和46年９月９日東京高裁判決（判タ272号301頁）   302
昭和46年10月26日東京高裁判決（判タ274号231頁）   325
昭和47年９月25日東京高裁判決（判タ289号386号）   391
昭和48年５月21日東京高裁判決（判時716号110頁）   744
昭和49年６月27日東京高裁判決（判タ320号305頁）   297
昭和50年８月７日東京高裁判決（高刑集28巻３号282頁）   315
昭和50年10月13日東京高裁判決（東高時報26巻10号172頁）   364
昭和50年10月17日大阪高裁判決（判タ335号347頁)   160
昭和51年４月１日広島高裁判決（判タ345号314頁）   655
昭和51年８月30日大阪高裁判決（判時855号115頁）   585
昭和51年10月12日札幌高裁判決（判時861号129頁）   158
昭和52年10月31日東京高裁判決（判時900号115頁）   656
昭和52年12月26日東京高裁判決（東高時報28巻12号158頁）   713
昭和53年３月29日東京高裁判決（判タ369号428頁）   313
昭和53年３月29日東京高裁判決（判時892号29頁）   713，743
昭和54年４月12日東京高裁判決（判時938号133頁）   55
昭和54年４月27日札幌高裁判決（判時935号134頁）   291
昭和55年２月１日東京高裁判決（判時960号８頁）   534
昭和55年３月３日東京高裁判決（刑裁月報12巻３号67頁）   91
昭和56年１月19日東京高裁判決（刑裁月報13巻１・２号１頁）   357
昭和56年10月27日東京高裁判決（高検速報（昭56）272頁）   268
昭和57年５月25日広島高裁判決（判タ476号232頁）   609
昭和58年２月28日福岡高裁判決（判時1083号156頁）   65
昭和58年９月21日東京高裁判決（東高時報34巻９～ 12号59頁）   358
昭和58年12月１日広島高裁判決（高検速報（昭58）319頁）   159
昭和59年１月24日高松高裁判決（判時1136号158頁）   377
昭和59年４月16日東京高裁判決（判時1140号152頁）   525
昭和60年４月12日大阪高裁判決（判タ560号283頁）   229
昭和61年７月９日高松高裁判決（高検速報（昭61）293頁）   159
昭和61年９月５日大阪高裁判決（判時1213号138頁）   432
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昭和62年２月３日仙台高裁判決（高検速報（昭63）173頁）   156
昭和62年２月19日名古屋高裁判決（金融・商事判例784号21頁）   315
昭和62年12月８日福岡高裁判決（判時1265号157頁）   317，319
昭和63年４月１日東京高裁判決（判時1278号152頁）   572
昭和63年４月21日東京高裁判決（判時1280号161頁）   224
昭和63年９月29日大阪高裁判決（判タ694号183頁）   835
昭和63年12月20日東京高裁判決（判時1302号86頁）   170
平成元年２月27日東京高裁判決（判タ691号158頁）   115
平成元年３月７日大阪高裁判決（公刊物未登載）   503
平成元年７月10日東京高裁判決（判タ714号256頁）   245
平成２年６月18日東京高裁判決（高検速報（平２）100頁）   160
平成２年12月18日広島高裁判決（判時1394号161頁）   294
平成２年12月21日札幌高裁判決（公刊物未登載）   501
平成３年４月１日東京高裁判決（判時1400号128頁）   51
平成３年４月23日東京高裁判決（判時1393号19頁）   743
平成３年９月13日広島高裁岡山支部判決（判時1402号127頁）   842
平成３年11月19日大阪高裁判決（判時1436号143頁）   34
平成４年５月28日札幌高裁判決（高検速報（平４）119頁）   29
平成４年７月16日福岡高裁判決（判タ799号254頁）   642
平成４年10月28日東京高裁判決（判タ823号252頁）   230
平成５年１月26日東京高裁判決（判タ808号237頁）   387
平成５年２月25日東京高裁判決（判タ823号254頁）   225
平成５年３月18日福岡高裁判決（判時1489号159頁）   744
平成５年４月28日東京高裁判決（高刑集46巻２号44頁）   699
平成５年10月21日東京高裁判決（高刑集46巻３号271頁）   799
平成５年11月30日東京高裁判決（判時1495号141頁）   367
平成７年11月９日大阪高裁判決（判時1569号145頁）   128
平成８年11月13日名古屋高裁判決（判時1593号143頁）   356
平成９年９月１日東京高裁判決（東高時報48巻１～ 12号54頁）   316
平成10年３月19日広島高裁判決（判時1645号157頁）   365，369
平成10年５月12日札幌高裁判決（判時1652号145頁）   500
平成10年10月12日東京高裁判決（判時1678号153頁）   343，361，369
平成12年２月18日東京高裁判決（判時1704号174頁）   306
平成12年５月15日東京高裁判決（判時1741号157頁）   152
平成12年９月21日福岡高裁判決（判時1731号131頁）   133
平成13年６月16日東京高裁判決（高検速報（平13）109頁）   307
平成13年９月17日名古屋高裁判決（高検速報（平13）179頁）   205
平成14年９月４日東京高裁判決（判時1808号144頁）   741
平成14年９月11日福岡高裁判決（高検速報（平14）170頁）   418
平成15年７月８日東京高裁判決（判時1843号157頁）   135
平成16年３月11日大阪高裁判決（刑集58巻６号519頁）   50
平成17年６月16日東京高裁判決（高検速報（平17）123頁）   401
平成17年６月28日大阪高裁判決（判タ1192号186頁）   626
平成17年12月15日東京高裁判決（高検速報（平17）235頁）   94
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平成18年１月24日名古屋高裁判決（高検速報（平18）267頁）   207
平成18年３月10日福岡高裁判決（高検速報（平18）209頁）   397
平成18年４月３日東京高裁判決（高検速報（平18）84頁）   151
平成18年10月５日東京高裁判決（高検速報（平18）204頁）   398
平成18年10月10日東京高裁判決（東高時報57巻１～ 12号53頁）   95
平成19年８月７日東京高裁判決（高検速報（平19）280頁）   546
平成19年８月30日東京高裁判決（判タ1281号344頁）   351
平成19年９月18日東京高裁判決（判タ1273号338頁）   661
平成19年12月10日東京高裁判決（判タ1258号82頁）   410
平成20年４月８日広島高裁決定（公刊物未登載）   812
平成20年５月20日東京高裁決定（公刊物未登載）   824
平成20年７月14日高松高裁判決（高検速報（平20）339頁）   269
平成20年７月31日名古屋高裁決定（公刊物未登載）   813
平成20年９月２日大阪高裁決定（公刊物未登載）   823
平成20年９月10日東京高裁決定（公刊物未登載）   824
平成21年３月２日東京高裁判決（高検速報（平21）94頁）   825
平成21年５月28日東京高裁決定（判タ1347号253頁）   817
平成21年８月19日東京高裁決定（東高時報60巻１～ 12号131頁）   819
平成21年８月24日東京高裁決定（公刊物未登載）   824
平成21年10月９日東京高裁決定（公刊物未登載）   823
平成21年12月22日東京高裁判決（判タ1333号282頁）   231
平成22年１月５日東京高裁決定（判タ1334号262頁）   820
平成22年３月15日東京高裁判決（公刊物未登載）   641
平成22年４月20日東京高裁判決（判タ1371号251頁）   209
平成22年10月22日大阪高裁判決（高検速報（平22）115頁）   33
平成22年11月８日東京高裁判決（判タ1374号248頁）   662
平成22年11月22日東京高裁判決（判タ1364号253頁）   738
平成22年12月１日東京高裁決定（判タ1370号254頁）   822
平成22年12月８日東京高裁判決（東高時報61巻１～ 12号314頁）   284
平成23年３月29日東京高裁判決（刑集66巻９号947頁）   630
平成23年４月12日東京高裁判決（判タ1399号375頁）   485
平成23年４月26日東京高裁判決（高検速報（平23）93頁）   98
平成23年６月16日札幌高裁判決（公刊物未登載）   240
平成23年７月５日名古屋高裁判決（研修760号73頁，高検速報（平23）216頁）   638
平成23年７月12日仙台高裁判決（公刊物未登載）   150
平成23年９月14日広島高裁岡山支部（刑集67巻２号113頁）   635
平成23年11月29日東京高裁判決（公刊物未登載）   556
平成24年１月30日東京高裁判決（判タ1404号360頁）   665
平成24年４月20日福岡高裁判決（高検速報（平24）233頁）   172
平成24年７月５日名古屋高裁判決（高検速報（平24）207頁）   97
平成24年10月17日東京高裁判決（高検速報（平24）143頁）   68
平成24年12月３日東京高裁判決（判時2191号144頁）   368
平成25年１月23日東京高裁判決（刑ジャ 39号128頁）   665
平成25年６月６日東京高裁判決（高検速報（平25）69頁）   103
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平成25年６月26日福岡高裁判決（公刊物未登載）   255
平成25年７月17日東京高裁判決（高検速報（平25）94頁）   246，257
平成25年12月18日東京高裁判決（判タ1407号234頁）   458
平成26年１月24日東京高裁判決（公刊物未登載）   526
平成26年３月18日大阪高裁判決（公刊物未登載）   260
平成26年５月21日東京高裁判決（警公2015年３月号87頁）   675
平成26年７月８日大阪高裁判決（裁判所ウェブサイト）   249
平成26年８月12日大阪高裁判決（公刊物未登載）   241
平成26年10月21日大阪高裁判決（裁判所ウェブサイト）   252
平成27年３月４日東京高裁判決（警公2015年12月号84頁）   694
平成27年11月16日名古屋高裁判決（判時2303号131頁）   845

【地方裁判所等】

昭和34年12月26日福岡地裁判決（下刑集１巻12号2709頁）   367
昭和36年５月23日名古屋地裁新城支部判決（判時265号34頁）   328
昭和37年12月３日東京地裁判決（判時323号33頁）   105
昭和38年４月19日東京地裁判決（判タ146号79頁）   144
昭和40年４月22日静岡地裁判決（下刑集７巻４号623頁）   625
昭和41年４月19日静岡地裁判決（下刑集８巻４号653頁）   604
昭和41年６月４日東京地裁判決（判タ194号173頁）   284
昭和42年１月13日釧路地裁網走支部判決（判タ204号188頁）   326
昭和42年５月13日旭川地裁決定（下刑集９巻５号747頁）   457
昭和43年11月15日大阪地裁判決（判タ235号280頁）   303
昭和44年４月８日大阪地裁判決（判タ234号194頁）   320
昭和44年４月16日盛岡地裁判決（刑裁月報１巻４号434頁）   105
昭和44年６月10日福岡地裁決定（刑裁月報１巻６号714頁）   703
昭和44年12月25日京都地裁判決（刑裁月報１巻12号1189頁）   105
昭和46年８月17日高松地裁判決（刑裁月報３巻８号1115頁）   304
昭和50年１月22日高知地裁判決（刑裁月報７巻１号58頁）   76
昭和50年２月25日大阪地裁判決（判時781号55頁）   585
昭和51年12月６日札幌簡裁判決（判時848号128頁）   174
昭和51年12月17日京都地裁判決（判時847号112頁）   162
昭和54年２月20日徳島地裁判決（公刊物未登載）   505
昭和55年２月14日東京地裁判決（判時957号118頁）   183
昭和55年10月30日東京地裁判決（判時1006号132頁）   439
昭和58年３月24日東京地裁判決（判時1098号３頁）   760
昭和59年６月15日東京地裁判決（判時1126号３頁）   184
昭和59年８月22日郡山簡裁判決（公刊物未登載）   502
昭和60年２月13日東京地裁判決（判時1146号23頁）   186
昭和60年７月２日新潟地裁判決（判時1160号167頁）   105
昭和61年７月３日大阪地裁判決（判タ623号227頁）   373
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昭和62年２月18日仙台地裁石巻支部判決（判時1249号145頁）   163
昭和62年９月30日東京地裁判決（判時1250号144頁）   187
昭和62年11月12日岡山地裁判決（判時1255号39頁）   841
昭和63年５月25日横浜地裁川崎支部判決（判タ691号160頁）   116
昭和63年10月７日東京地裁判決（判時1303号150頁）   360
昭和63年12月14日横浜地裁川崎支部判決（判タ691号160頁）   116
平成元年２月16日千葉地裁松戸支部判決（公刊物未登載）   606
平成元年３月15日東京地裁判決（判時1310号158頁）   569
平成元年３月22日浦和地裁判決（判時1315号６頁）   749
平成２年３月27日東京地裁判決（刑資263号826頁）   572
平成２年３月28日浦和地裁判決（判タ731号247頁）   638
平成２年６月29日函館地裁判決（公刊物未登載）   508
平成２年７月３日長崎地裁佐世保支部判決（研修508号53頁）   357
平成２年９月３日神戸地裁尼崎支部判決（判タ766号280頁）   240
平成２年10月１日山口簡裁判決（判時1373号144頁）   203
平成２年10月３日京都地裁の証拠採用決定（判時1375号143頁）   570
平成２年11月15日東京地裁判決（判時1373号145頁）   203
平成３年８月28日東京地裁八王子支部判決（判タ768号249頁）   421
平成３年９月17日東京地裁判決（判タ784号264頁）   133
平成３年11月25日札幌地裁判決（判タ787号285頁）   32
平成４年２月27日水戸地裁下妻支部判決（判時1413号35頁）   626
平成４年９月９日大阪地裁判決（判タ833号278頁）   761
平成５年６月28日札幌地裁判決（判タ838号268頁）   155
平成６年４月27日大阪地裁判決（判時1515号116頁）   536
平成９年４月24日東京地裁八王子支部判決（判時1615号147頁）   545
平成９年12月５日東京地裁判決（判時1634号155頁）   190
平成10年５月８日東京地裁判決（公刊物未登載）   361
平成10年６月５日東京地裁判決（判タ1008号277頁）   105
平成10年７月７日東京地裁判決（判時1683号160頁）   188
平成11年３月30日東京地裁判決（判タ1023号278頁）   306
平成12年２月24日京都地裁判決（判タ1049号332頁）   376
平成15年５月13日神戸地裁判決（公刊物未登載）   282
平成15年10月９日神戸地裁判決（公刊物未登載）   154
平成16年１月９日京都地裁判決（公刊物未登載）   136
平成16年３月17日神戸地裁姫路支部判決（公刊物未登載）   526
平成16年５月25日東京地裁判決（判タ1176号314頁）   400
平成17年２月７日大阪地裁判決（公刊物未登載）   443
平成17年２月９日東京地裁判決（判タ1185号159頁）   443
平成17年６月２日東京地裁判決（判時1930号174頁）   576
平成17年８月１日東京地裁判決（公刊物未登載）   93
平成18年１月27日神戸地裁判決（裁判所ウェブサイト）   761
平成18年５月12日京都地裁判決（刑集62巻５号1422頁）   206，491，547，573
平成18年８月２日広島地裁福山支部判決（判タ1235号345頁）   627
平成19年３月26日東京簡裁判決（判タ1258号89頁）   410
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平成20年４月９日大阪地裁決定（公刊物未登載）   809
平成20年５月２日名古屋地裁決定（公刊物未登載）   812
平成20年５月13日大阪地裁決定（公刊物未登載）   812
平成20年５月22日東京地裁判決（判時2027号160頁）   343，382
平成20年６月９日名古屋地裁一宮支部決定（公刊物未登載）   812
平成20年７月11日東京地裁決定（公刊物未登載）   824
平成20年７月24日名古屋地裁決定（公刊物未登載）   813
平成20年８月22日神戸地裁決定（公刊物未登載）   823
平成20年８月28日東京地裁決定（公刊物未登載）   824
平成21年１月14日東京地裁判決（公刊物未登載）   171，188
平成21年２月24日横浜地裁判決（公刊物未登載）   526
平成22年７月８日東京地裁判決（刑集66巻９号938頁）   629
平成22年８月30日東京地裁判決（判タ1354号112頁）   556
平成22年11月12日さいたま地裁決定（公刊物未登載）   822
平成22年12月７日岡山地裁判決（刑集67巻２号14頁）   634
平成22年12月10日鹿児島地裁判決（裁判所ウェブサイト）   503
平成23年３月15日東京地裁判決（判時2197号143頁）   526
平成23年12月27日さいたま地裁判決（公刊物未登載）   248
平成24年２月28日鹿児島地裁判決（公刊物未登載）   440
平成24年８月７日東京地裁判決（公刊物未登載）   369
平成24年11月２日名古屋地裁判決（公刊物未登載）   508
平成24年12月12日大阪地裁判決（公刊物未登載）   526
平成25年５月７日前橋地裁太田支部判決（公刊物未登載）   792
平成25年６月６日東京地裁判決（公刊物未登載）   793
平成25年６月18日横浜地裁判決（公刊物未登載）   443
平成25年７月12日東京地裁判決（公刊物未登載）   793
平成25年８月30日京都地裁判決（判時2204号142頁）   241
平成25年９月19日京都地裁判決（公刊物未登載）   260
平成25年９月20日東京地裁判決（公刊物未登載）   793
平成25年10月４日東京簡裁判決（公刊物未登載）   676
平成25年11月12日東京地裁判決（公刊物未登載）   793
平成25年11月15日福岡地裁小倉支部判決（公刊物未登載）   492
平成25年11月28日横浜地裁判決（公刊物未登載）   793
平成25年12月３日東京地裁判決（公刊物未登載）   793
平成25年12月５日神戸地裁判決（公刊物未登載）   526
平成25年12月26日東京地裁判決（公刊物未登載）   793
平成26年１月15日東京地裁判決（公刊物未登載）   793
平成26年１月29日東京地裁決定（判タ1401号381頁）   823
平成26年２月21日横浜地裁判決（公刊物未登載）   793
平成26年３月５日福岡地裁判決（公刊物未登載）   592
平成26年３月12日東京地裁判決（公刊物未登載）   826
平成26年３月18日大阪地裁判決（公刊物未登載）   548
平成26年３月20日名古屋地裁岡崎支部判決（判時2222号130頁）   845
平成26年６月16日水戸地裁土浦支部判決（公刊物未登載）   793
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平成26年７月２日横浜地裁判決（公刊物未登載）   792
平成26年７月16日横浜地裁判決（公刊物未登載）   792
平成26年８月７日前橋地裁判決（公刊物未登載）   792
平成26年８月26日福岡地裁小倉支部判決（公刊物未登載）   418
平成26年９月30日水戸地裁下妻支部判決（公刊物未登載）   792，793
平成26年10月９日静岡地裁判決（公刊物未登載）   260
平成27年１月27日大阪地裁第９刑事部の証拠決定（判時2288号134頁）   592
平成27年３月５日大阪地裁判決（警公2015年７月号89頁）   677
平成27年３月27日横浜地裁横須賀支部判決（公刊物未登載）   526
平成27年４月14日東京地裁立川支部判決（判時2283号142頁）   237
平成27年６月５日大阪地裁第７刑事部の証拠決定（判時2288号138頁）   595
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